
平成２５年２月１日

各 位

いわき信用組合

理事長 江尻 次郎

平成２４年９月期における経営強化計画の履行状況について

当組合は、「金融機能強化のための特別措置に関する法律」に基づき、平成 24年９月

期の経営強化計画の履行状況を取りまとめましたのでお知らせいたします。 

 今後も、同計画を着実に履行し、東日本大震災からの復興及び中小規模事業者等に対

する信用供与の円滑化に積極的に貢献してまいります。 

 

 

記 

 

１．実施体制の整備 

（１）営業店機能の強化 

  ・平成 24 年９月より顧客層が年々高齢化している玉川支店において、女性渉外担

当者を２名配置し女性ならではの視点で「やさしい」店舗作りをコンセプトとし、

金融相談や相続・税金相談まで幅広い業務を行っております。 

・店舗建物が老朽化していた好間支店について、平成 24年 12 月に立地に優れた近

隣への新築移転を行い、利便性の向上を図りました。 

 

（２）ローンセンターの増強 

・いわき市内のローンセンターについて、平成 24 年４月に人員増強（６→８名）、
取扱商品の拡大（無担保ビジネスローン）を図るとともに、市の中心部（旧鹿島

支店施設）へ移転いたしました。 

 

（３）相談態勢の強化 

  ・全店で 17 時まで窓口相談を受け付けているほか、ローンセンターにおいて休日

相談を実施しております。 

  ・原発事故の警戒区域内に立地する楢葉支店のお客様への対応として、いわき市内

の本庁前支店内に専用の相談スペースを設置しております。 

 



２．具体的な取り組み 

（１）被災者への信用供与等の状況（平成 24年 11 月末現在） 

  ・被災者向けの新規融資実績 154 先/ 10,333 百万円 

  ・貸付条件の変更実績    390 先/ 34,547 百万円  

  ・約定弁済の一時停止実績    8 先/  524 百万円 

 

（２）お取引先の事業再生に向けての対応 

  ・財務改善等の経営支援を行う事業支援先（平成 24 年 11 月末現在 61 先）を選定

し、本部と営業店が連携して経営改善計画の策定支援を実施しております。 

  ・平成 24年 11 月に「中小企業経営力強化支援法」に基づく経営革新等支援機関の

認定を受け、支援態勢のさらなる整備強化を図っております。 

   

（３）震災対応商品の提供・開発 

  ・震災発生直後から対応商品の取扱いを開始し、平成 24年 11 月末までに、797 件、

8,259 百万円の融資を実行しております（地方公共団体との連携商品を含む）。 

・平成 24 年４月には、事業再建に必要な資金として、原則として担保不要でご利

用いただける「ちいきの“ 力” 5000・3000」を発売しております。 
・同年９月には、業容の拡大や新分野への進出、雇用創出等を目的とするために必

要な資金としてご利用いただける「エール」を発売しております。 

 

（４）お取引先の販路拡大に向けての対応 

  ・取引先の経営者交流会である「うるしの実クラブ」について、平成 24 年７月に

会員同士の情報交換を目的とした交流会を開催したほか、平成 24年 11 月に第７

回ビジネスマッチング交流会を開催し、141 社、180 名のご参加をいただき、28

件の商談が成立しました。 

・平成 24年７月に、当信用組合のお取引先紹介ガイドブック（12,000 部）を東日

本の 57信用組合に配布し、お取引先の販路拡大に向けた取り組みを支援いたし

ました。 

・平成 24年 10 月に、お取引先４社が全国信用組合大会「東日本大震災復興支援」

物産展へ出展、同年 11 月には「協同組合フェスティバル」（国際協同組合年事

業）東日本大震災復興支援物産展に２社が出展したほか、全信中協が主催する

「信用組合年金旅行等ビジネス交流会大会」において地元旅館組合がプレゼン

発表するなど、信用組合のネットワークを通じ、お取引の販路開拓を支援して

おります。 

 

（５）二重ローン問題等への対応 

  ・地域復興に向け設立された各種機関、制度について、お取引先の特性や状況を踏

まえながら活用に向け積極的な取り組みを行っております。 



「福島産業復興機構」…３先について支援決定済又は買取決定済 

「東日本大震災事業者再生支援機構」…１先について買取決定済、４先につ

いて相談・協議中 

「中小企業再生支援協議会」…２先について協議中 

「私的整理ガイドライン」…１先について債務整理開始の申出、５先につい

て相談・協議中 

 

（６）被災者の状況に応じた各種支援の実施 

 【事例１】被災事業者（未取引先の水産加工業者）の復興に向けた継続的な支援を実

施しました。 

 【事例２】「農商工等連携事業計画」認定事業者に対する震災後におけるビジネスマ

ッチング支援を実施しました。 

 

※実施状況の詳細については、別紙「特定震災特例経営強化計画の履行状況報告書」（平

成 24年 12 月）をご覧ください。 

以 上

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

総務部 TEL：0246（92）4111 
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